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大気汚染物質拡散シミュレー
ションモデルの活用

2013/10/22
JICA専門家チーム

講義の内容

1. 拡散シミュレーションモデルの利用目的

2. 拡散シミュレーションモデルに必要なデータ

3. 排出量削減対策案に基づく濃度低減効果例

4. 日本の排出規制の仕組み

5. 日本の排出抑制基準の策定例

6. 計算結果の利用例

7. まとめ
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1. 拡散シミュレーションモデルの利用
目的

• 大気汚染濃度が環境基準以下になるためには、
どこからの排出量を削減するべきかを調査する
ために用いる。

• 排出抑制を行った場合の大気汚染濃度を計算し、
環境基準以下となるような対策であるかを確認
するために用いる。

⇒上記の目的で使うためには、発生源別に計算が
可能、かつ、多くの対策ケースが計算可能なシミュ
レーションモデルを利用する。
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2. 拡散シミュレーションモデルに必要
なデータ (1)

• 工場・事業場
– 位置情報（緯度、経度）

– 煙突の高さ、口径

– 排ガス量もしくは排ガス速度

– 燃料使用量、燃料性状

– 燃焼施設と煙突の関係

– 燃焼施設の稼働時間数（曜日別、月別、季節別
の稼働パターンを特定）

– 脱硝施設の有無及び脱硝率
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2. 拡散シミュレーションモデルに必要
なデータ (2)

• 自動車

– 車種（型式、規制基準、排出ガス対策方式等）

– 重量（車両重量、積載重量）

– 車種別交通量（幹線道路、細街路）

– 道路に関する情報

• 道路位置座標及び端点間距離

• 道路形態（平面、高架、堀割等の構造）

• 車線数
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2. 拡散シミュレーションモデルに必要
なデータ (3)

• 民生・商業

– 地域別人口

– 地域別燃料消費量

– 地域別事業場数

– 地域別面積など、排出量の地域別配分のための
指標

5
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2. 拡散シミュレーションモデルに必要
なデータ (4)

• 気象データ
– 地表の風向、風速、放射収支等

– 高層の風向、風速等

• 地形データ
– 地表面の標高データ

• その他、利用する拡散モデルによって必要な
データがあるので確認が必要
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3. 排出量削減対策案に基づく濃度低
減効果例

例1. タイ・バンコク市における自動車からのNO
ｘ排出量削減

• 環境基準を満たすような自動車発生源対策
を選定

– 最新の自動車排出基準の遵守

– 低排出ガス自動車の普及

– 老朽化した自動車の除外
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8自動車からのNO2濃度基準超過分布（対策なし）

黒：目標年平均環境基準
（40ppb）超過
灰：WHOの年平均大気質
基準（20ppb）超過

9自動車からのNO2濃度基準超過分布（対策後）

黒：目標年平均環境基準
（40ppb）超過
灰：WHOの年平均大気質
基準（20ppb）超過

選定した対策により、環境基準を超過してい
るメッシュの割合が大きく減少することを確認

3. 排出量削減対策案に基づく濃度低
減効果例

例2. モンゴル・ウランバートル市における熱供
給専用ボイラの排出規制基準の遵守

• 大気汚染対策として、暖房供給専用の小型
ボイラの排出規制基準を強化する案があった。

• 一方で、小型ボイラの多くは国内の排出規制
基準を超過しているため、排出規制基準の遵
守が必要との意見もあった。

• そこで、小型ボイラに対する政策を選定する
目的で拡散シミュレーションを行った。
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対策前後での排出量の比較（小型ボ
イラのみ）

11
対策前 対策後

排出量は約
10分の1
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12

対策前 対策後

対策前後におけるPM10排出量分布（小型ボイラのみ）

最も排出量の多かったメッシュで、
排出量が約10分の1となった
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対策前 対策後

対策前後におけるPM10濃度分布（小型ボイラのみ）

すべてのメッシュが年平均環境基
準（50µg/m3）の10分の1となった

排出基準を守らせる政策が重要であり、
排出基準の強化は不要となった

4. 日本の排出規制の仕組み
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一般排出基準
対象物質：ばい煙
国が定める国全体で均一な規制

特別排出基準
対象物質：SOx、ばいじん
国が定める規制

上乗せ規制基準
対象物質：ばいじん、有害物質
都道府県が定める規制

総量規制基準
対象物質：SOx、NOx
都道府県が定める規制

汚
染
の
深
刻
さ

規制される地域

4. 日本の排出規制の仕組み
• 一般排出基準

– 固定発生源に対する全国一律の排出基準。（燃焼施
設の種類および規模に応じた許容限度）⇒国が定め
る『濃度』規制基準

• 特別排出基準（SOx, ばいじん）
– 施設集合地域の全部または一部の区域に限って一般
排出基準に代えて適用する基準⇒国が定める『濃度』
規制基準

• 都道府県の上乗せ排出基準（ばいじん, 有害物
質）
– 都道府県知事が定める上記2つの基準より厳しい基準
⇒都道府県が定める『濃度』規制基準
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4. 日本の排出規制の仕組み

• 総量規制基準（SOx, NOx）
– 前記３つの基準で大気環境基準の達成が難しい
地域では、総量削減計画を作成し、総量規制基
準を定める。

– 総量規制基準とは、ある程度以上の規模の工
場・事業場毎に、排出口から大気中に排出される
『総量』の許容限度である⇒都道府県が定める
『総量』規制基準
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4. 日本の排出規制の仕組み

総量規制基準の目的

• 全国一律の排出基準だけでは、主要都市の
大気質が十分によくならない。
↓

• 全国一律の排出基準ではなく、東京特別区
等、横浜・川崎等及び大阪市等の主要都市
がそれぞれNOxの排出量抑制、規制値を定
める。

17
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5. 日本の排出抑制基準の策定例

• 1983年の大阪府の実例

– 特定工場の選定

– 環境基準を達成を目的とした総量規制基準を指
定するための係数の検討及び設定を行い、削減
目標を設定（基礎排出量算定方式を適用）

– 総量規制以外の対策（自動車等）について、環境
基準を達成するための対策の検討及び対策にお
けるNOx削減量を推計
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5. 日本の排出抑制基準の策定例

基礎排出量算定方式

• 『施設によって窒素酸化物排出特定が異なる』、
『施設ごとに規制値が定められている』に着目し、
『施設の種類ごとに定めた施設係数』を乗じて規
制値を決定
Q = k・(∑C･V)L

• Q : 排出が許容される窒素酸化物の量(m3
N/h)

• k : 削減目標量が達成されるように都道府県知事が定める
1.0未満の定数

• L : 0.8以上1.0未満の範囲内で都道府県知事が定める定数
• V : 窒素酸化物を排出する施設の排出ガス量(万m3

N/h、残
存酸素濃度0%換算、乾き)

• C : 窒素酸化物を排出する施設の種類ごとに都道府県知事
が定める施設係数

19

20

Q1からQ2へ排出

量を削減しなけ
ればならない

排ガス量が多いほ
ど、排出許容量は
厳しくなっている

特定工場等の基礎排出量：
理論上認められる最大排

出量

施設を定格で運転する場合の
施設種類に応じた排出ガス量

Q1：ある工場の現在のNOx排出量
Q2：ある工場の定格での排ガス量に応じた排出許容量 21

特定工場

特定工場

自動車等 自動車等

固
定
発
生
源

固
定
発
生
源

移
動
発
生
源

移
動
発
生
源

これまで講じた固定
発生源対策

これまで講じた固定
発生源対策

これまで講じた固定発生源対策
特定工場以外の工

場・事業場 特定工場以外の
工場・事業場

民生（家庭等） 民生（家庭等）

自然界 自然界

1972年度排出量 1977年度基準年排出量

これまで講じた固定発生源対策によって排出量を
減らしたが、それでもなお環境基準を達成しない
測定局があった。
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固
定
発
生
源

移
動
発
生
源

移
動
発
生
源

固
定
発
生
源

特定工場

特定工場

自動車等

自動車等

自然界 自然界

特定工場以外の工
場・事業場

特定工場以外の工
場・事業場

民生（家庭等）

民生（家庭等）

1977年度基準年
排出量

1985年度基準年
排出量

全国一律の排出基準（法）による削減
総量規制基準（法）の適用

全国一律の排出ガス規制（法）
交通流量対策

特定工場への排出総量規制を行うと同時に、自
動車等への排ガス規制・特定工場以外の工場・
事業場への省エネ対策を行わさせた。

• 拡散シミュレーションモデルの実施

23

基準年度（1977年度） 総量削減計画（1985年度）

日本のNO2大気環境基準（1日平均値40～60ppbの間
もしくはそれ以下）を満たすようになった。
年平均値30ppbは1日平均値60ppbに相当する。

拡散シミュレーションモデルの実施

単位：ppb 単位：ppb
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6. 計算結果の利用例（1）
• 発生源別寄与濃度断面図（仮想）

24
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発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

南部ではセメント工場か
らの排出対策が必要で
あることがわかる。

中心地では自動車からの
排出対策が必要であること
がわかる。

北部では発電所への発生源対
策が必要であることがわかる。

6. 計算結果の利用例（2）
• 発生源別寄与濃度断面図（日本式総量規制導入の場合）
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環境基準を超過している原因となってい
る発生源を削減し、環境基準を満たすよ
うにしている

6. 計算結果の利用例（3）
• 発生源別寄与濃度断面図（中国式総量控制導入の場合）
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中国のNO2
環境基準値

排出量の多い発生源を削減しているた
め、排出量は少ないが寄与濃度の大き
い発生源への濃度低減効果は見えない

7. まとめ

• 排出規制のための拡散シミュレーションの用
途は以下の通りである

– 現況を把握し、大気環境基準を超過している発
生源に対する排出削減目標の指針とする

– 候補となる対策案での計算結果から、大気環境
基準を満たす政策として適用できるかを検討する
ための材料とする

27
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本プロジェクトで利用する拡散モ
デルについて

2013/10/22
JICA専門家チーム

講義の内容

1. 世界で利用されている拡散モデル

2. 拡散モデルの検討・選定

3. CALPUFFについて

3.1. CALPUFFの概要

3.2. CALPUFFに必要なデータ

3.3. 湘潭市で行う拡散シミュレーションの概要案

1

1.世界で利用されている拡散モデル

2

代表的な拡散モデルの比較（1）

モデル種類 メリット デメリット 適用範囲

ISCST3 二次生成を考慮しないため、
計算時間が短い

現在はUS-EPA推奨外
モデルである

50km以下

ADMS-EIA 詳細な物理過程が考慮され
ている

有料である（約6万元/
ライセンス）

50km以下

AERMOD 地表面に近い高さでの動き
の詳細な解析が可能

PUFFモデルが考慮さ
れていない

50km以下

CALPUFF PUFFモデルを使うため、弱風
時でも計算が可能

化学反応モデルの考慮の有
無を選択できる

計算の時間を要する マルチスケール

（局地、都市、地
域）

CMAQ 大気汚染物質間の相互影響、
多くの物理・化学過程を扱う
ことができる

計算過程が複雑のた
め、非常に緻密な入
力データ要求される

マルチスケール

WRF-Chem 気象場と化学輸送の計算が
同時に可能

研究者レベルの利用
に限定されている

マルチスケール

3

2. 拡散モデルの検討・選定

4

2. 拡散モデルの検討・選定

• モデルの選定条件

– 様々な排出削減対策案について検証を行う必要
があるため、計算時間を要しないモデルであるこ
と

– 計算回数が少なくて済むため、排出量と寄与濃
度が線形関係のモデルであること

– プロジェクトにて中国国内に広く周知することが
求められているため、既に中国国内で広く使われ
ているモデルであること

5
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候補となる拡散モデルの比較

モデル種類 入手可能
なデータ

計算時間 線形関
係

静穏時
の計算

中国で
の推奨

ソフトウェ
ア費用

総合
評価

ISCST3 可能 短い 線形 不可能 非推奨 無料 不適

ADMS-EIA 可能 不明 不明 可能 推奨 有料 不適

AERMOD 可能 やや長い 線形 不可能 推奨 無料 やや
適

CALPUFF 可能 やや長い 線形 可能 推奨 無料 適

CMAQ 不可能 長い 非線形 可能 非推奨 無料 不適

WRF-Chem 不可能 長い 非線形 可能 非推奨 無料 不適

6

入手可能なデータ：地方環保局が入手可能なデータであるか
中国での推奨：「环境影响评价技术守则 大气环境」（ HJ2.2-2008 ）で推
奨モデルに指定されているか

2. 拡散モデルの検討・選定

• 選定モデル：CALPUFF ver5.8
• 選定理由

– 特定の条件下（化学反応モデル考慮なし）であれ
ば、排出量と寄与濃度が線形関係になるため

– 中国の国家環境保護標準（ HJ2.2-2008环境影响
评价技术守则大气环境）で推奨モデルに指定さ
れているため

– 全国の環境保護局や企業が利用できるレベルの
拡散モデルであるため

7

3. CALPUFFについて

8

3.1 CALPUFFの概要

9

CALPUFFの概要

• 基礎方程式（PUFFモデル）2 	 	 2 	exp 2
• 放出される物質を一つの塊（PUFF）で表す

10パフモデルのイメージ図（水平方向） 11
パフモデルのイメージ図（鉛直方向）

有
効
煙
突
高
さ
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CALPUFFの概要

• 特徴

– 非定常状態及び静穏時の気流変化による汚染
物質の移流・拡散を推測することができる

– 気流モデルには、三次元非定常気流の他、ISC3
等で用いられる定常の単気流を用いることもでき
る。

• 定常状態とは、時間が経過しても変化しない状態

• 非定常とは、時間の経過とともに変化する状態

12

計算フロー概略図

13

大気環境データ

標高データ 土地利用データ 気象データ 発生源データ

発生源プリプロセッ
サー気象・地形等プリプロ

セッサー（CALMET）

拡散シミュレーションモデ
ル（CALPUFF）

計算結果出力ポストプロ
セッサー（CALPOST）

計算結果出力

計算結果の評価

モデルの入力データ

視覚化ツールによる
表示

3.2 CALPUFFに必要なデータ

14

標高データ

• 入手方法
– TRCウェブサイト上にあるSRTM30/GTOPO30 

Global Data (～900 m, 30 arc-sec) をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_terrain.ht
ml

– SRTM30/GTOPO30 Global Data 
http://dds.cr.usgs.gov/srtm/version2_1/SRTM30/
e100n40/ （北京より南の場合）

e100n90/ （北京より北の場合）

15

16

土地利用データ

• 入手方法

– TRCウェブサイト上にあるUSGS Land Use/Land 
Cover Scheme をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_lulc.html

– USGS Land Use/Land Cover Scheme Eurasia 
(optimized for Asia) 
http://edcftp.cr.usgs.gov/pub/data/glcc/ea/lambe
rta/eausgs2_0la.img.gz （中国の場合）

17
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地上気象データ

• 必要な項目

– 気象測定位置（緯度、経度）

– 気温、風向、風速、雲底高度、総雲量、低雲量、
相対湿度（もしくは露点温度）、地上気圧

• 入手方法

– 計算対象地域の気象局より入手（本プロジェクト
では湘潭市気象局が入手先）

19

高層気象データ

• 必要な項目

– 測定高度、気温、露点温度、風向、風速、気圧

• 入手方法

– NOAA/ESRL Radiosonde Database 
http://www.esrl.noaa.gov/raobs/より無料でダウ
ンロード可能（湘潭から最も近いデータは長沙）

20 21

発生源データ（1）

• 工場・事業場（点源、排出源別のデータ）

– 排出量

– 煙突の位置（緯度、経度）高さ、口径

– 排ガス量もしくは排ガス速度

– 燃焼施設の稼働時間数（曜日別、月別、季節別）

• データ入手方法

– 環境統計、汚染源普査等の統計資料

– 工場等への追加現地調査

22

発生源データ（2）

• 自動車（線源、道路リンク別データ）

– 排出量

– 道路リンク距離

– 交通量パターン

• データ入手方法

– 環境統計などの統計資料

– 交通量・旅行速度調査等の現地調査

23
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発生源データ（3）

• 民生・商業（面源、地域別のデータ）

– 排出量

– 人口

– 事業場数

– 面積など、排出量の地域別配分のための指標

• データ入手方法

– 環境統計などの統計資料

24

大気環境データ

• 測定局毎のデータ
– 拡散シミュレーションでは計算結果の評価に使用

• 必要な項目：
– 測定局の位置（緯度、経度）

– SO2及びNO2濃度

– 風向、風速等の気象要素

• データ入手方法
– 各地域の観測站による測定データ

– 追加現地調査

25

モデルの入力データ（一部）

26

排出量データ（点源）の入力

モデルの計算実行方法

27

• コマンドプ
ロンプトを
利用して、
実行ファイ
ルを実行

計算結果の評価

28

• 測定局での実
測値と計算値を
比較し、相関関
係を調べる

• 相関が良けれ
ばモデルの精
度が良いことが
示される

• 相関が良くなけ
れば、モデルで
の設定を検討
する

NO2相関図の例
相関係数 0.69

視覚化ツール
による表示

29

• モンゴルウランバート
ル市でのNO2拡散シ
ミュレーション結果

• 黄色以上のメッシュは
モンゴルの年平均環境
基準（30μg/m3）超過し
ている
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3.3. 湘潭市で行う拡散シミュレー
ションの概要案

30

計算条件
項目 内容

使用予定モ
デル
CALPUFF

対象地域 郊外、都市、工業地域

地形 SRTM30/GTOPO30 Global Data (～900 m, 30 
arc-sec)

土地利用データ USGS Land Use/Land Cover Scheme  Eurasia 
(optimized for Asia)

対象煙源 高煙源、地表煙源

対象汚染
物質

SOx（SO2）、NOx（NO、NO2）

発生源 固定発生源（工場・事業場、民生）、移動発生源（自動車）

対象期間 2013年1月～2013年12月

対象地域・
解像度

計算領域：湘潭市全体を含む約115km×90km、解像度は5km×5km
解析対象領域：中心部を約16km×26km、解像度は1km×1km

31

計算対象範囲

32

湘潭市全域（赤の範囲）

解析対象範囲
（緑の範囲）

中材セメント

解析対象範囲

• 湘潭市中心部

– 雨湖区

– 岳塘区

– 湘潭県（一部）

33

湘鋼
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拡散モデル（CALPUFF）の講義・
トレーニング

2013/10/30 – 2013/11/5
JICA専門家チーム

講義・トレーニングの内容

1. はじめに

2. 拡散モデルの選定経緯

3. CALPUFFについて（簡単な実習を含む）

4. データ変換プリプロセッサー及びCALMETの利
用実習

5. CALPUFF利用実習

6. CALPOST利用実習

7. ArcGISによる図示

8. 復習

1

1. はじめに

2

1.1. 拡散シミュレーションモデルの利
用目的

• 大気汚染濃度が環境基準以下になるためには、
どこからの排出量を削減するべきかを調査する
ために用いる。

• 排出抑制を行った場合の大気汚染濃度を計算し、
環境基準以下となるような対策であるかを確認
するために用いる。

⇒上記の目的で使うためには、発生源別に計算が
可能、かつ、多くの対策ケースが計算可能なシミュ
レーションモデルを利用する。

3

1.2. 日本の排出規制の仕組み

4

一般排出基準
対象物質：ばい煙
国が定める国全体で均一な規制

特別排出基準
対象物質：SOx、ばいじん
国が定める規制

上乗せ規制基準
対象物質：ばいじん、有害物質
都道府県が定める規制

総量規制基準
対象物質：SOx、NOx
都道府県が定める規制

汚
染
の
深
刻
さ

規制される地域

1.2. 日本の排出規制の仕組み
• 一般排出基準

– 固定発生源に対する全国一律の排出基準。（燃焼施
設の種類および規模に応じた許容限度）⇒国が定め
る『濃度』規制基準

• 特別排出基準（SOx, ばいじん）
– 施設集合地域の全部または一部の区域に限って一般

排出基準に代えて適用する基準⇒国が定める『濃度』
規制基準

• 都道府県の上乗せ排出基準（ばいじん, 有害物
質）
– 都道府県知事が定める上記2つの基準より厳しい基準
⇒都道府県が定める『濃度』規制基準

5
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1.2. 日本の排出規制の仕組み

• 総量規制基準（SOx, NOx）
– 前記３つの基準で大気環境基準の達成が難しい

地域では、総量削減計画を作成し、総量規制基
準を定める。

– 総量規制基準とは、ある程度以上の規模の工
場・事業場毎に、排出口から大気中に排出される
『総量』の許容限度である⇒都道府県が定める
『総量』規制基準

6

1.2. 日本の排出規制の仕組み

総量規制基準の目的

• 全国一律の排出基準だけでは、主要都市の
大気質が十分によくならない。
↓

• 全国一律の排出基準ではなく、東京特別区
等、横浜・川崎等及び大阪市等の主要都市
がそれぞれNOxの排出量抑制、規制値を定
める。

7

1.3. 計算結果の利用例（1）
• 発生源別寄与濃度断面図（仮想）

8

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

南 中心

地

北

μg/m3

発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

南部ではセメント工場か
らの排出対策が必要で
あることがわかる。

中心地では自動車からの
排出対策が必要であること
がわかる。

北部では発電所への発生源対
策が必要であることがわかる。

1.3. 計算結果の利用例（2）

9

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

南 中心

地

北

μg/m3

発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

• 発生源別寄与濃度断面図（環境基準超過の原因となる発生
源を削減した場合）

1.3. 計算結果の利用例（3）

10

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

南 中心

地

北

μg/m3

発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

上記措置では、排出量は少ないが
寄与濃度の大きい発生源への濃度
低減効果は見えない

• 発生源別寄与濃度断面図（セメントや発電所の脱硝及び自
動車の置換による排出削減をした場合）

2. 拡散モデルの選定経緯

11
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拡散モデルの選定条件

• 様々な排出削減対策案について検証を行う
必要があるため、計算時間を要しないモデル
であること

• 計算回数が少なくて済むため、排出量と寄与
濃度が線形関係のモデルであること

• プロジェクトにて中国国内に広く周知すること
が求められているため、既に中国国内で広く
使われているモデルであること

12

拡散モデルの選定

• 選定モデル：CALPUFF ver5.8
• 選定理由

– 特定の条件下（化学反応モデル考慮なし）であれ
ば、排出量と寄与濃度が線形関係になるため

– 中国の国家環境保護標準（ HJ2.2-2008环境影响
评价技术守则大气环境）で推奨モデルに指定さ
れているため

– 全国の環境保護局や企業を対象とした講習会が
開催されているため

13

3. CALPUFFについて

14

3.1. CALPUFFの概要

15

CALPUFFの概要

• 特徴

– 非定常時及び静穏時の気流変化による汚染物
質の移流・拡散を取り扱うことができる

– 気流モデルには、三次元非定常気流の他、ISC3
等で用いられる定常の単気流を用いることもでき
る。

• 定常とは、時間によらず状態が変化しないこと

• 非定常とは、時間とともに状態が変化すること

16

CALPUFFの概要

• 基礎方程式（パフモデル）2 	 	 2 	exp 2
• 放出される物質を一つの塊（PUFF）で表す

17パフモデルのイメージ図（水平方向）
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18
パフモデルのイメージ図（鉛直方向）

有
効
煙
突
高
さ

プログラムコードの入手

• TRCのサイトよりダウンロードが可能

– http://www.src.com/calpuff/download/epa_code
s.htm

– 本プロジェクトでは、EPA-Approved Version 
(Version 5.8)を用いる。

– HJ2.2-2008 环境影响评价技术守则大气环境で

推奨モデルに指定されているバージョンであるた
め

19

20

計算フロー概略図

21

大気環境データ

標高データ 土地利用データ 気象データ 発生源データ

発生源プリプロセッ
サー気象・地形等プリプロ

セッサー（CALMET）

拡散シミュレーションモデ
ル（CALPUFF）

計算結果出力ポストプロ
セッサー（CALPOST）

計算結果出力

計算結果の評価

モデルの入力データ

視覚化ツールによる
表示

3.2. CALPUFFの計算実行、結果の評
価方法

22

モデルの入力データ（一部）

23

排出量データ（点源）の入力
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モデルの計算実行方法

24

• コマンドプ
ロンプトを
利用して、
実行ファイ
ルを実行

計算結果の評価

25

• 測定局での実
測値と計算値を
比較し、相関関
係を調べる

• 相関が良けれ
ばモデルの精
度が良いことが
示される

• 相関が良くなけ
れば、モデルで
の設定を検討
する

NO2相関図の例
相関係数 0.69

視覚化ツール
による表示

26

• モンゴルウランバート
ル市でのNO2拡散シ
ミュレーション結果

• 黄色以上のメッシュは
モンゴルの年平均環境
基準（30μg/m3）超過し
ている

3.3. 湘潭市で行う拡散シミュレー
ションの概要案

27

計算条件
項目 内容

使用予定モ
デル
CALPUFF

対象地域 郊外、都市、工業地域

地形 SRTM30/GTOPO30 Global Data (～900 m, 30 
arc-sec)

土地利用データ USGS Land Use/Land Cover Scheme  Eurasia 
(optimized for Asia)

対象煙源 高煙源、地表煙源

対象汚染
物質

SOx（SO2）、NOx（NO、NO2）

発生源 固定発生源（工場・事業場、民生）、移動発生源（自動車）

対象期間 2013年1月～2013年12月

対象地域・
解像度

計算領域：湘潭市全体を含む約115km×90km、解像度は5km×5km
解析対象領域：中心部を約16km×26km、解像度は1km×1km
大気質モニタリング測定局における濃度も計算する

28

計算対象範囲

29

湘潭市全域（赤の範囲）

解析対象範囲
（緑の範囲）

中材セメント
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解析対象範囲

• 湘潭市中心部

– 雨湖区

– 岳塘区

– 湘潭県（一部）

30

湘鋼

3.4. CALPUFFに必要なデータ

31

標高データ

• 入手方法

– TRCウェブサイト上にあるSRTM30/GTOPO30 
Global Data (～900 m, 30 arc-sec) をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_terrain.ht
ml

– SRTM30/GTOPO30 Global Data 
http://dds.cr.usgs.gov/srtm/version2_1/SRTM30/
e100n40/ （湘潭市の場合）

32 33

土地利用データ

• 入手方法

– TRCウェブサイト上にあるUSGS Land Use/Land 
Cover Scheme をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_lulc.html

– USGS Land Use/Land Cover Scheme Eurasia 
(optimized for Asia) 
http://edcftp.cr.usgs.gov/pub/data/glcc/ea/lambe
rta/eausgs2_0la.img.gz （中国の場合）

34 35
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地上気象データ

• 必要な項目

– 気象測定位置（緯度、経度）

– 気温、風向、風速、雲底高度、総雲量、低雲量、
相対湿度（もしくは露点温度）、地上気圧

• 入手方法

– 計算対象地域の気象局より入手（本プロジェクト
では湘潭市気象局が入手先）

36

高層気象データ

• 必要な項目

– 測定高度、気温、露点温度、風向、風速、気圧

• 入手方法

– NOAA/ESRL Radiosonde Database 
http://www.esrl.noaa.gov/raobs/より無料でダウ
ンロード可能（湘潭から最も近いデータは長沙）

37

38

発生源データ（1）

• 工場・事業場（点源、排出源別のデータ）

– 排出量

– 煙突の位置（緯度、経度）高さ、口径

– 排ガス量もしくは排ガス速度

– 燃焼施設の稼働時間数（曜日別、月別、季節別）

• データ方法

– 環境統計、汚染源普査等の統計資料

– 工場等への追加現地調査

39

発生源データ（2）

• 自動車（線源、道路リンク別データ）

– 排出量

– 道路リンク距離

– 交通量パターン

• データ入手方法

– 環境統計などの統計資料

– 交通量・旅行速度調査等の現地調査

40 41

道路リンクとは、交通量の大きな増減がないと考
えられる交差点から次の交差点までの道路区間
のことを指す。

道路リンク
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発生源データ（3）

• 民生・商業（面源、地域別のデータ）

– 排出量

– 人口

– 事業場数

– 面積など、排出量の地域別配分のための指標

• データ入手方法

– 環境統計などの統計資料

42

大気環境データ

• 測定局毎のデータ
– 拡散シミュレーションでは計算結果の評価に使用

• 必要な項目：
– 測定局の位置（緯度、経度）

– SO2及びNO2濃度

– 風向、風速等の気象要素

• データ入手方法
– 各地域の観測站による測定データ

– 追加現地調査

43

3.5. 定常単気流データを用いた
CALPUFFの実行

44

計算条件

• すべての時間で南風2m/sに設定したダミー
の気象データ（XT_MET201307.DAT）

• 気温、大気安定度、混合層高さもダミーで設
定

• 地形や高層の気象場は考慮しない

45

46

入力ファイルの設定

• 気象データ： XT_MET201307.DAT
• 煙源データ：（X,Y）=（687500, 3072500）

• 煙突高さ：200m
• 煙突口径：10m
• 排ガス速度：20.58m
• 排ガス温度：125度

• 排出強度（SO2）：47.56g/sec
• 排出強度（NO2）：37.59g/sec

47
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入力結果

48

計算の実行

49

CALPOSTの設定

• CALPUFFで計算した結果（CPUF_XT.CON）を
CALPOSTのフォルダーにコピー

• Calpost_XT.inpを開く

• 入力データ：CPUF_XT.CON
• 出力対象物質：NO2
• 計算期間における平均濃度をメッシュ別に出

力

50 51

CALPOSTの実行

52

計算結果の変換

53
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Microsoft Accessへのインポート

54

Microsoft Accessへのインポート

55

計算結果の表示

56

ありがとうございました。

57
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拡散モデル（CALPUFF）のトレー
ニング

2013/10/30 – 2013/11/5
JICA専門家チーム

講義・トレーニングの内容

1. はじめに

2. 拡散モデルの選定経緯

3. CALPUFFについて（簡単な実習を含む）

4. データ変換プリプロセッサー及びCALMETの利
用実習

5. CALPUFF利用実習

6. CALPOST利用実習

7. ArcGISによる図示

8. 復習

1

4. データ変換プリプロセッサー及び
CALMETの利用実習

2

CALMETの実行フロー図

3

標高データと土地利用データの変換

• 標高データ変換プログラム（TERREL）
– 入手したSRTM30/GTOPO30 Global Dataを変換す
る

• 土地利用データ変換プログラム（CTGPROC）
– 入手したUSGS Land Use/Land Cover Schemeを変
換する

• 地形データ作成プログラム（MAKEGEO）
– TERRELとCTGPROCで作成したデータを合成して地
形データを作成する

4

標高データ変換プログラム（TERREL）

5
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入力データの設定

6

ダウンロードしたファイル名
を入力する

投影法の設定

7

北京や湘潭の場
合の設定

投影法はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

座標系の設定

8

座標系はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

計算範囲、グリッドの設定

9

計算範囲の左下
の位置座標

東西及び南北方
向のグリッド数、
グリッド間隔

計算範囲、グリッドはすべての
プログラムで同じ設定にしなけ
ればならない

TERRELの実行

10

土地利用データ変換プログラム
（CTGPROC）

11
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3

入力データの設定

12

ダウンロードしたファイル名
を入力する

投影法の設定

13

北京や湘潭の場
合の設定

投影法はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

座標系の設定

14

座標系はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

計算範囲、グリッドの設定

15

計算範囲の左下
の位置座標

東西及び南北方
向のグリッド数、
グリッド間隔

計算範囲、グリッドはすべての
プログラムで同じ設定にしなけ
ればならない

CTGPROCの実行

16

地形データ作成プログラム
（MAKEGEO）

17

TERRELとCTGPROCの実行に

よって出力した結果を
MAKEGEOのフォルダにコ

ピーする
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4

入力データ、出力ファイルの設定

18

TERRELとCTGPROCで出

力したファイル名を指
定する。

投影法の設定

19

北京や湘潭の場
合の設定

投影法はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

座標系の設定

20

座標系はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

計算範囲、グリッドの設定

21

計算範囲の左下
の位置座標

東西及び南北方
向のグリッド数、
グリッド間隔

計算範囲、グリッドはすべての
プログラムで同じ設定にしなけ
ればならない

MAKEGEOの実行

22

高層気象データの変換

• 高層気象データ変換プログラム（READ62）
– NOAA/ESRL Radiosonde Databaseから入手した高

層気象データをそのまま利用することができる
（FSL形式）。

23
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5

READ62のフォルダ内部

24

入力ファイル、出力ファイルの設定

25

計算期間、ファイル形式設定

26

READ62の実行

27

地上気象データの変換

• 地上気象データ変換プログラム（SMERGE）
– 変換する気象データの入力形式が決まっている

– SMERGEが実行できる形式に入手した地上気象
データを変換することが必要

28

SMERGEのフォルダ内部

29
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6

出力ファイルの設定

30

入力ファイルの設定

31

計算期間の設定

32

ファイル形式の設定

33

SMERGEの実行

34

CALMET入力ファイル（CALMET.INP）

• 入力データは以下の通り

– 標高データと土地利用データから作成した地形
データ（GEO.DAT）

– SMERGEで変換した地上気象データ（SURF.DAT）
– READ62で変換した高層気象データ（UP1.DAT）

• これらのデータを利用して地形等を考慮した
気象データ（CALMET.DAT）を作成する

35
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7

入力データ

36

入力ファイル、出力ファイルの設定

37

高層気象データ設定

38

計算期間の設定

39

投影法の設定

40

北京や湘潭の場
合の設定

投影法はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

座標系の設定

41

座標系はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない
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8

計算範囲、グリッドの設定

42

計算範囲の左下
の位置座標

東西及び南北方
向のグリッド数、
グリッド間隔

計算範囲、グリッドはすべての
プログラムで同じ設定にしなけ
ればならない

地上気象データ情報の設定

43

高層気象データ情報の設定

44

CALMETの実行

45

実行結果

46

このファイルをCALPUFF
のフォルダにコピーする

ありがとうございました。

47
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1

拡散モデル（CALPUFF）のトレー
ニング

2013/10/30 – 2013/11/5
JICA専門家チーム

講義・トレーニングの内容

1. はじめに

2. 拡散モデルの選定経緯

3. CALPUFFについて（簡単な実習を含む）

4. データ変換プリプロセッサー及びCALMETの利
用実習

5. CALPUFF利用実習

6. CALPOST利用実習

7. ArcGISによる図示

8. 復習

1

5. CALPUFFの利用実習

2

CALPUFFの実行フロー図

3

気象データの設定

• CALMET.DATもしくはISCMET.DAT
– 気流モデルには、三次元非定常気流
（CALMET.DAT）のほか、ISC3等で用いられる定常
の単気流（ISCMET.DAT）を用いることもできる。

• 定常状態とは、時間が経過しても変化しない状態

• 非定常状態とは、時間の経過とともに変化する状態

4

今回はCALMET.DATを使ったCALPUFFの計算を行う

CALPUFFのフォルダ内部

5
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2

CALMET.DATを使った拡散計算

6

計算期間の設定

7

計算時間数、計算対象物質の設定

8

気象データ形式の設定

9

化学変化モデルの設定

10

汚染物質の設定

11

260



2013/11/04

3

投影法の設定

12

北京や湘潭の場
合の設定

投影法はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

座標系の設定

13

座標系はすべてのプログラムで
同じ設定にしなければならない

気象データグリッドの設定

14

計算範囲の左下
の位置座標

東西及び南北方
向のグリッド数、
グリッド間隔

計算範囲、グリッドはすべての
プログラムで同じ設定にしなけ
ればならない

計算グリッドの設定

15

たいていの場
合、気象デー
タグリッドと同
じ範囲となる

グリッド計算点の設定

16

対象範囲は計算
グリッドで指定し
た範囲から選ぶ

気象データグリッ
ドのグリッド間隔
を何分割するか
を指定する

発生源データの入力（点源）

17

1行目：発生源名称
2行目：X座標、Y座標、煙突高さ、標高、煙突口径、排ガス速度、排ガス
温度、ビルディングダウンウォッシュの設定、排出強度（物質ごと）
3行目、4行目：デフォルトの設定
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4

発生源データの入力（面源）

18

発生源番号、排出高さ、標高、初期の鉛直拡散係数、
排出強度（物質ごと）

例
1! SRCNAM = AREA1 ! 
1! X = 1., 0., 2.5, 8.5E-01, 0.5E00, 0.0E00, 
0.0E00, 0.0E00, 0.0E00, 0.0E00, 0.0E00 ! 
!END! 

発生源データの入力（面源）

19

面源のそれぞれの頂点のX座標、Y座標を
右回りで設定する

例
1 ! SRCNAM = AREA1 ! 
1 ! XVERT = 0.5, 0.51, 0.51, 0.5! 
1 ! YVERT = 1.61, 1.61, 1.6, 1.6! 
!END! 

発生源データの入力（線源）

20

始点のX, Y座標、終点のX, Y座標、排出高さ、標高、排
出強度（物質ごと）

例
1! SRCNAM = LINE1 ! 
1! X = 12., 35., 12.5, 35., 22.000, 0.000, 
2.3E00, 1.1E00, 0.0E00, 0.0E00, 0.0E00, 
0.0E00, 0.0E00, 0.0E00 ! 
!END! 

グリッド以外の計算点の設定

21

X, Y座標、標高、計算点の測定高さ

例
1 ! X = 1., 1., 12.500, 0.000! !END! 
2 ! X = 2.5, 4.2, 28.100, 0.000! !END! 

CALPUFFの実行

22

出力結果

23

このファイルをCALPOST
のフォルダにコピーする

262



2013/11/04

5

6. CALPOSTの利用実習

24

CALPOSTの実行フロー図

25

CALPOSTのフォルダ内部

26

CALPOST入力ファイル（CALPOST.INP）

27

CALPUFFでの計算結果
ファイルを指定する

リストファイルの設定

28

CALPOSTの実行に関す

るリストファイルを指定
する

出力ファイルの設定

29

出力ファイルに付ける名
称を指定する
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6

対象期間の設定

30

1はCALPUFFのすべての

計算期間を指定するフ
ラグである

対象物質の設定

31

時差と、出力対象物質
を指定する

NOxからNO2への変換式の設定

32

CALPUFFでの計算はNOxで行っているが、
変換式によりNO2の濃度を計算することが
できる

出力データの濃度単位の設定

33

濃度平均単位の設定

34

濃度平均をする期
間を指定する

・1ピリオドの
平均
・1時間平均
・3時間平均
・1日平均

・計算期間の
平均

出力形式の設定

35

リスト形式とグリッド形式
のいずれかを選択する
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7

CALPOSTの実行

36

出力結果

37

7. ArcGISによる図示

38

使用する出力結果ファイル

39

出力結果のファイルをメモ
帳などのエディタで開く

計算結果の抽出

40

X、Y座標、計算結果濃
度を選択してコピーする

計算結果テーブルの作成

41

コピーしたデータをExcel
に張り付け、Dataタブの
Text to Columnsを選ぶ

インポートに必要な項目名
を作成する
・グリッドの固有ID（IXIY）
・グリッドの列番号
（Column）
・グリッドの行番号（Row）
・発生源名称（Source）
・汚染物質（Pollutant)
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8

計算結果テーブルの作成

42

計算結果テーブルの作成

43

計算結果テーブルの作成

44

各セルに計算式を入れてIXIY、Column、
Rowのデータを作成する
・IXIY：Column*1000+Row
・Column：X座標（F列）-590.5+1
・Row：Y座標（G列）-3010.5+1
・Source：この場合はPowerPlant
・Pollutant：この場合はNO2

計算結果テーブルの作成

45

IXIY、Column、Rowの各セルをコピー→、
値の貼り付け、
X座標（F列）、Y座標（G列）を削除する

Microsoft Accessへのインポート

46

計算結果テーブルのインポート

47
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9

計算結果テーブルのインポート

48

指定するテーブル名は、
CONCENTRATION_bySimulation_example

グリッド別集計データの作成

49

グリッド別集計データの作成

50

最右列の設定
Field  PowerPlant_NO2: PowerPlant_NO2
Table  CONCENTRATION_bySimulation_cross_sub_example
Total  Sum

計算結果をArcGISへ出力

51

Grid1km_urbanのグリッドポリゴンをド
ラッグ＆ドロップにより表示する

計算結果をArcGISへ出力

52

計算結果テーブルのJoin

53

ファイルダイアログで
Simulation.mdbの
CONCENTRATION_bySimula
tion_grid1km_example
を選択する

IXIYを指定する
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10

色の設定

54

濃度分布図の可視化

55

ありがとうございました。

56
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1

拡散モデル（CALPUFF）のトレー
ニング

2013/10/30 – 2013/11/5
JICA専門家チーム

講義・トレーニングの内容

1. はじめに

2. 拡散モデルの選定経緯

3. CALPUFFについて（簡単な実習を含む）

4. データ変換プリプロセッサー及びCALMETの利
用実習

5. CALPUFF利用実習

6. CALPOST利用実習

7. ArcGISによる図示

8. 復習

1

8. 復習

2

他のデータを用いたCALPUFFの復習

• 拡散シミュレーションをしてみたい発生源デー
タがあれば、そのデータを使って拡散シミュ
レーションの実習を行う。

• 無ければ、こちらで用意したケースで実習を
行う

– 火力発電所で脱硫・脱硝施設がなかった場合に
おける拡散シミュレーション

– 環境保護部前の道路における自動車からの拡散
シミュレーション（線源）

3

脱硫・脱硝装置がなかった場合の拡
散シミュレーション

• XTtraining¥CALPUFF¥CALPUFF_v5.8¥CALPUFF
フォルダ内のCPUF_XT_CMET.INPを開く

• Subgroup (13b)の設定を変更する

• XT_PP1の排出強度

– SO2：1353.54g/sec、NO2：364.91g/sec

• XT_PP2の排出強度

– SO2：853.68g/sec、 NO2：178.86g/sec

• 修正したINPファイルは別名で保存

4

排出強度の設定変更

5
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2

脱硫・脱硝装置がなかった場合の拡
散シミュレーション

• 出力ファイルの名称を変更し、修正したINP
ファイルは別名で保存する

• CALPUFFを実行する

• Calpost_XT.inpを開き、計算結果ファイルの名
称、出力先名称を変更し、INPファイルを別名
で保存する

• CALPOSTを実行し、出力結果をArcGISに表示
し、脱硝装置の有無によって濃度がどれだけ
違うのか比較する

6

計算結果のテーブル作成

7

計算結果テーブルのインポート

8

計算結果テーブルのインポート

9

グリッド別集計データの作成

10

最右列の設定
Field  PowerPlantCase1_NO2: PowerPlantCase1_NO2
Table  CONCENTRATION_bySimulation_cross_sub_example
Total  Sum

計算結果をArcGISへ出力

11

Grid1km_urbanのグリッドポリゴンをド
ラッグ＆ドロップにより表示する
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3

グリッドに計算結果を結合

12

濃度ランクの設定

13

出力結果

14

点源以外の拡散シミュレーション

• 線源データ（自動車からの排出を想定）

– 道路リンクごとに排出量を計算する必要があるが、
今回はダミーデータを用いる

– 排出高さは1.5mとする

– Subgroup (15b)に線源のパラメータを設定する

– Subgroup (15b)に線源の入力データを入力する

15

16 17

271



2013/11/05

4

線源入力データ

18 19

最後に

20

成果２：拡散シミュレーションを用いた総量
規制手法改善に関する活動

21

2.1 成果２に

関連する本
邦研修の実
施（2013年
12月）

2.2 湘潭市の既存データ収集と基本解析

2.3 大気汚染構造、
汚染特質の解析

2.4 拡散シミュレー

ションのための気象
データの解析

2.5 拡散シミュレー

ションのための排出
量の計算

2.6 湘潭市の施策評価のための拡散シミュレーションモデルの構築

2.7 NOx抑制計画による大気質濃度の改善の度合いの推定

2.8 NOxに係る統計手法、モニタ
リング手法の検討

2.9 NOx抑制手法および政策の
実践に係る本邦研修の実施

2.10 NOx総量削減計画立案ハンドブックの改訂

2.11 NOx総量削減計画立案ハンドブック普及のためのワークショップの開催

今後の活動

• 入力データの入手及び活用

– 入手するデータの有効性検証（活動2.3、2.4）
– データの変換プロセッサーの開発（気象データ、
発生源データ）

– 発生源データに関するデータの収集（活動2.5）
• 重点発生源の追加調査（煙突情報等）

• 交通量・旅行速度調査

⇒既存データとこれらの調査で収集したデータを使
うことで、湘潭市での拡散シミュレーションが可能と
なる

22

計算結果の利用（1）
• 発生源別寄与濃度断面図（仮想）

23
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5

計算結果の利用（2）

• 拡散モデルの構築（活動2.6）に対して

– あなたの都市で環境基準を超えているのはどの
範囲ですか？

– あなたの都市で環境基準超過に大きく寄与して
いるのは、どの発生源からの大気汚染物質です
か？

⇒都市での大気汚染構造を把握することがで
きる

24

計算結果の利用（3）

25
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• 発生源別寄与濃度断面図（環境基準超過の原因となる発生
源を削減した場合）

計算結果の利用（4）

• 十二・五による排出量削減成功時の大気質
濃度の推定（活動2.7）に対して

– あなたの都市の排出削減計画が成功したら、大
気質はどの程度改善されますか？

– 万が一追加の排出削減計画が必要だったなら
ば、どの排出源からの排出量をどの程度減らす
必要がありますか？

⇒大気質濃度の改善の度合いを把握し、独自
の発生源対策案を検証することができる

26

5日間のトレーニングに参加してくださ
いまして、ありがとうございました。

27

273



274



2014/6/27

1

拡散モデル（CALPUFF）の利用に
関するワークショップ

2014/6/27 – 2014/7/4
JICA専門家チーム

ワークショップ（WS）の内容

1. 2013年11月に開催したWSの復習

2. 気象データの変換

3. 排出量データの変換（重点調査工業企業、
非重点調査工業企業、城鎮生活源）

4. 排出量データの変換（自動車汚染源）

5. CALPUFFの実行及びパラメータの協議

6. 計算結果の評価及び解釈方法

7. 今後の成果２のための協議

1

1. 2013年11月に開催したWSの復習

2

1.1. 拡散シミュレーションモデルの利
用目的

• 大気汚染濃度が環境基準以下になるためには、
どこからの排出量を削減するべきかを調査する
ために用いる。

• 排出抑制を行った場合の大気汚染濃度を計算
し、環境基準以下となるような対策であるかを確
認するために用いる。

⇒上記の目的で使うためには、発生源別に計算が
可能、かつ、多くの対策ケースが計算可能なシミュ
レーションモデルを利用する。

3

1.2. 計算結果の利用例（1）
• 発生源別寄与濃度断面図（仮想）

4

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

南 中心

地

北

μg/m3

発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

南部ではセメント工場か
らの排出対策が必要で
あることがわかる。

中心地では自動車からの
排出対策が必要であること
がわかる。

北部では発電所への発生源対
策が必要であることがわかる。

1.2. 計算結果の利用例（２）

5

• 測定局での実
測値と計算値を
比較し、相関関
係を調べる

• 相関が良けれ
ばモデルの精
度が良いことが
示される

• 相関が良くなけ
れば、モデルで
の設定を検討
する

NO2相関図の例
相関係数 0.69
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1.2. 計算結果
の利用例（３）

6

• 視覚化ツールによる表
示

• モンゴルウランバート
ル市でのNO2拡散シ
ミュレーション結果

• 黄色以上のメッシュは
モンゴルの年平均環境
基準（30μg/m3）超過し
ている

1.3. CALPUFF計算フロー概略図

7

大気環境データ

標高データ 土地利用データ 気象データ 発生源データ

発生源プリプロセッ
サー気象・地形等プリプロ

セッサー（CALMET）

拡散シミュレーションモデ
ル（CALPUFF）

計算結果出力ポストプロ
セッサー（CALPOST）

計算結果出力

計算結果の評価

モデルの入力データ

視覚化ツールによる
表示

1.4. 計算条件（１）
項目 内容

使用予定モデル CALPUFF Ver5.8.4 (USEPA推奨モデル)

対象地域 計算領域：湘潭市全体を含む約115km x 90km
解析対象領域：中心部を約16km x 26km

地形 SRTM30/GTOPO30 Global Data (～900 m, 30 arc-sec)

土地利用データ USGS Land Use/Land Cover Scheme  Eurasia (optimized for 
Asia)

解像度 計算領域：5km x 5km、解析対象領域：1km x 1km

対象汚染物質 SOx（SO2）、NOx（NO、NO2）

発生源 重点・非重点調査工業企業、城鎮生活源、自動車源

対象期間 2013年1月～2013年12月

濃度計算地点 1km x 1kmグリッドの中心点、大気質モニタリング測定局

8

1.4. 計算条件（２）

9

湘潭市全域（赤の範囲）

解析対象範囲
（緑の範囲）

中材セメント

計算対象範囲

1.4. 計算条件（３）

• 湘潭市中心部

– 雨湖区

– 岳塘区

– 湘潭県（一部）

10

湘鋼

解析対象範囲

1.5. CALPUFFに必要なデータ

11
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標高データ

• 入手方法

– TRCウェブサイト上にあるSRTM30/GTOPO30 
Global Data (～900 m, 30 arc-sec) をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_terrain.ht
ml

– SRTM30/GTOPO30 Global Data 
http://dds.cr.usgs.gov/srtm/version2_1/SRTM30/
e100n40/ （湘潭市の場合）

12

土地利用データ

• 入手方法

– TRCウェブサイト上にあるUSGS Land Use/Land 
Cover Scheme をダウンロード

– TRCウェブサイト
http://www.src.com/datasets/datasets_lulc.html

– USGS Land Use/Land Cover Scheme Eurasia 
(optimized for Asia) 
http://edcftp.cr.usgs.gov/pub/data/glcc/ea/lambe
rta/eausgs2_0la.img.gz （中国の場合）

13

地上気象データ

• 必要な項目

– 気象測定位置（緯度、経度）

– 気温、風向、風速、雲底高度、総雲量、低雲量、
相対湿度（もしくは露点温度）、地上気圧

• 入手方法

– 計算対象地域の気象局より入手（本プロジェクト
では湘潭市気象局が入手先）

14

高層気象データ

• 必要な項目

– 測定高度、気温、露点温度、風向、風速、気圧

• 入手方法

– NOAA/ESRL Radiosonde Database 
http://www.esrl.noaa.gov/raobs/より無料でダウ
ンロード可能（湘潭から最も近いデータは長沙）

15

16

2. 気象データの変換

17
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2.1. 高層気象データの変換

18

高層気象データの入手

• NOAA/ESRL Radiosonde Database 
http://www.esrl.noaa.gov/raobs/より無料で
ダウンロード

– 対象期間は2013年1月1日～2013年12月31日

– 高層気象データの測定時間はUTCであることに
注意する。

– 中国時間で2013年1月1日～2013年12月31日の

データを入手するには、どのように設定すれば良
いか。

19

入手期間、入手範囲、風の単位の指
定

20

対象国、出力形式の指定

21

対象地点、出力形式の指定

22

「CHANGSHA/DATUOPU」
を選択する。

出力結果の表示、保存

23
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出力結果の保存

24

ファイル名の欄には、必ず「.fsl」と付け
ること

READ62の実行

• 実行手順は前回のWSと同じ

– inpファイルを開き、入力ファイル名、出力ファイル
名を指定

– 計算期間、ファイル形式を指定

– コマンドプロンプトを開き、対象のフォルダに移動

– 実行ファイル名と、inpファイル名を入力して実行

– 時間の設定方法に注意する

25

2.2. 地上気象データの変換

26

気象データ変換のフロー

27

入手した気象データ

気象項目・内容の確認

気象データの整理・変換

変換プログラム実行
用入力データ

変換プログラムの実行
CALPUFFで使う形式の気象

データ（TD3505形式）

入手元に問い合わ
せ・再入手

CALPUFFで使える気象データの形式

• 以下5つの形式に制限されている
– CD144
– NCDC SAMSON
– NCDC HUSWO
– ISHWO
– TD3505
– TD9956

• これらはNCDCの形式であり、湘潭市のデータは
見つけられていない。

• そのため利用者は、入手したデータをいずれか
の形式に変換することが必要である。

28

入手した気象データの確認

• 気象項目
– 気温

– 風向風速

– 露点温度或いは相対湿度

– 地上気圧或いは海面更正気圧

– 降水量

– 雲量及び雲底高度

– 視程

• 欠測の表記方法（”999”, “///”, 空欄など）

• 単位（10倍した値であるか否か）

29
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気象データの整理・変換

• 膨大な気象データの処理にはExcelとAccessを
用いる。

• 欠測データの処理
– 文字列を含んでいるデータを数値に変換する

例： “////”→99999
• 小数点を含んだデータの処理

– 10倍するなどをして整数のデータに変換する

→CALPUFF入力用気象データの形式では小数点
は使わないため

30

気象データの整理・変換

• 単位・数値の変換
– kmをmに変換する（雲底高度、視程）

– ０から１０以外の数値を変換する（雲量）

• 入手項目の変換
– 地上気圧から海面更正気圧への変換

– 相対湿度から露点温度への変換

• 時間の変換
– 中国時間をUTC（Coordinate Universal Time）に変

換

31

気象データの整理・変換

• 地上気圧から海面更正気圧への変換

– 地上気圧、地上気温、標高を用いる

32

= ∙ 1 − 0.0065+ 273.15 + 0.0065 .
P0 : 海面更正気圧（単位:hPa）
P : 地上気圧（単位:hPa）
T0 : 地上気温（単位:℃）
Z  : 標高（単位:m）

海面更正気圧の計算

• 例：地上気温15℃、地上気圧1000hPaでの海
面更正気圧を計算する。

– 測定地点の標高を54mとする。

33

= 1000 ∙ 1 − 0.0065 × 5415 + 273.15 + 0.0065 × 54 .
=1006.42 hPa

気象データの整理・変換

• 相対湿度（RH）から露点温度への変換

– 地上気温における飽和水蒸気圧（est）を適用し、
水蒸気圧（et）を計算する。

– その水蒸気圧に最も近い飽和水蒸気圧を表から
探し出す。

– その温度が露点温度である。

34

= 100 ×

水の飽和水蒸気圧表（抜粋）

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

10 1227 1235 1244 1252 1260 1269 1277 1286 1294 1303

11 1312 1321 1329 1338 1347 1356 1365 1374 1383 1392

12 1402 1411 1420 1430 1439 1448 1458 1468 1477 1487

13 1497 1507 1516 1526 1536 1546 1556 1567 1577 1587

14 1598 1608 1618 1629 1639 1650 1661 1672 1682 1693

15 1704 1715 1726 1737 1749 1760 1771 1783 1794 1806

16 1817 1829 1840 1852 1864 1876 1888 1900 1912 1924

17 1937 1949 1961 1974 1986 1999 2011 2024 2037 2050

18 2063 2076 2089 2102 2115 2129 2142 2155 2169 2183

19 2196 2210 2224 2238 2252 2266 2280 2294 2308 2323

35

単位：Pa（原典はmbで記載されている）
出典：湿度査算表（甲種本） 国家気象局編 1983年
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相対湿度を用いた露点温度の計算

• 例：気温18.4℃、湿度65%での露点温度を計
算する。

– 1374.75Paに最も近い飽和水蒸気圧を示す温度
は？

– この温度が上記条件時の露点温度である。

36

= × = × 2115 = 1374.75 (Pa)

11.7度

気象データ形式作成プログラム

• TD3505形式は複雑のため、1年間分を手作
業で作成することは困難である。

37

気象データ形式作成プログラム

• そのため、TD3505形式に変換するプログラム
を作成した。

• 入力ファイル名と出力ファイル名を指定して、
プログラムを実行すると、TD3505形式に変換
した気象データができる。

38

SMERGEの実行

• 実行手順は前回のWSと同じ

– inpファイルを開き、入力ファイル名、出力ファイル
名を指定

– 計算期間、ファイル形式を指定

– コマンドプロンプトを開き、対象のフォルダに移動

– 実行ファイル名と、inpファイル名を入力して実行

– 時間の設定方法に注意する

39

CALMETの実行

• 入力データは以下の通り

– 標高データと土地利用データから作成した地形
データ（GEO.DAT）

– SMERGEで変換した地上気象データ

– READ62で変換した高層気象データ

• これらのデータを利用して地形等を考慮した
気象データ（CALMET.DAT）を作成する

• 実行手順は前回のWSと同じ

40

CALMETの実行

• 気象測定局の位置、標高を更新する

– 位置: 27°52'27.81" N 112°49'31.58" E
– 標高: 54m
– 位置はUTM座標系（49N Zone）に変換する

41
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エラーが発生したら（１）

• すぐに実行を終了せず、その画面のスクリー
ンキャプチャーなどでエラー情報を確保する。

→エラーの内容、コードの行番号など、エラーを解
決するヒントが表示されていることが多い

• エラー情報及びプログラムコードを用いてエ
ラーの内容及び原因を確認する。

42

エラーが発生したら（２）

43

READ62の例
・ファイルを開くときにエラーが発生しているようだ
・「setup」サブルーチン内の362行目でエラーが発生し
ているようだ

エラーが発生したら（３）

44

inpファイルを指定する際の

ファイル名が間違えている
か、指定していないようだ。

パラメータのファイル（PARAMS.R62）を確認した
ら、io5は=5であることが分かり、5はキーボード
入力を示していることが分かった。

READ62の例（コードを確認）

エラーが発生したら（４）

• エラーの原因追求

–エラーの原因となっている「入力のコマン
ド」を確認した結果、実行ファイル名のみを
入力して実行していたことが判明した。

–よって、実行ファイル名の後に入力ファイル
を指定していなかったことがエラーの原因
であることが分かった。

45

エラーが発生したら（５）

46

実行ファイル名の後に入力ファイルを指定して、再度実
行した結果、エラーが出ることなく実行を完了することが
できた。

ありがとうございました。

47
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拡散モデル（CALPUFF）の利用に
関するワークショップ

2014/6/27 – 2014/7/4
JICA専門家チーム

ワークショップ（WS）の内容

1. 2013年11月に開催したWSの復習

2. 気象データの変換

3. 排出量データの変換（重点調査工業企業、
非重点調査工業企業、城鎮生活源）

4. 排出量データの変換（自動車汚染源）

5. CALPUFFの実行及びパラメータの協議

6. 計算結果の評価及び解釈方法

7. 今後の成果２のための協議

1

3. 排出量データの変換（重点調査工

業企業、非重点調査工業企業、城鎮
生活源）

2

3.1. 排出量データの変換（重点調査
工業企業）

3

重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• 使用するデータ

– 環境統計の基101表
– 環境統計の基102表～基105表（火力発電所、製
鉄所、セメント工場、紙・パルプ工場のみ）

– 2013年12月～2014年2月に実施した固定汚染源
調査の結果

• これらのデータを合わせて固定汚染源排出
量インベントリを作成する

4

重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• 固定汚染源排出量インベントリデータから拡
散モデルに使うデータを抽出・集計

– 基本情報（企業名、業種、所属区域）

– 煙突情報（位置、高さ、口径）

– 排ガス情報（温度、流量、流速、濃度）

– 運転時間（年間、月別）

– 燃料情報（種類、使用量、硫黄分などの性状）

– 排出量（SO2、NOx）

5
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重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• 実習

– 環境統計や固定汚染源調査によるデータを用い
て、月別の稼働状況を計算する

– 月別燃料使用量と年間稼働時間を用いて計算す
る。

– 月別燃料使用量が入力されていない行の稼働状
況は年間一定とする。

– 拡散シミュレーションで使うため、稼働状況の合
計が12となるようにする。

6

重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• CALPUFFの入力形式

7

重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• 実習

– 固定汚染源排出量インベントリデータから以下の
場所のデータを抽出する。

• 湘潭火力発電所

• 中材セメント

• 湘潭鋼鉄

– CPUF_2013_XT.INPを開いて、CALPUFFの入力
データの形式に合わせて入力する。

8

重点調査工業企業からの発生源デー
タ

• 今回はデータが3工場のみだったので、手入
力が可能であった。

• しかし、環境統計で重点調査工業企業に指
定されている企業数は市によって異なる。

• そのため、環境統計データを自動で読み取っ
てCALPUFFの入力形式に変換するツールが
必要である。

9

3.2. 排出量データの変換（非重点調
査工業企業）

10

非重点調査工業企業からの発生源
データ

• 使用するデータ

– 環境統計の綜108表（各地区非重点调查工业污
染排放及处理利用情况）

– 環境統計の綜101表及び102表
• 非重点調査工業企業数を計算するために利用

– 各地区县（市、区、旗）の面積及び行政区界

11
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綜108表（各地区非重点调查工业污
染排放及处理利用情况）

指标名称 计量单位 代码 非重点测算量 非重点比例（%）
甲 乙 丙 1 2

一、工业废水（省略） — — — —
二、工业废气 — — — —
煤炭消耗量 万吨 10
其中：燃料煤消耗量 万吨 11
二氧化硫产生量 吨 12
二氧化硫排放量 吨 13
氮氧化物产生量 吨 14
氮氧化物排放量 吨 15
烟（粉）尘产生量 吨 16
烟（粉）尘排放量 吨 17
三、工业固体废物（省略） — — — — 12

非重点調査工業企業からの発生源
データ

• 各地区县（市、区、旗）の面積及び行政
区界はどのようにして入手するのか

– 各地区の建設や都市計画に関する部局

– 地図を扱っている部局 等から入手を試みる

– 入手が困難な場合は、自分たちで作成する

• 百度地図やGoogleEarthなどの衛星データ

• 市販されている地図

13

非重点調査工業企業からの発生源
データ

• データの整理方法
– 綜108表には、非重点調査工業企業ごとの情報
（位置、排出量等）は無いため、拡散モデルへの
入力データは面源とする。

– 拡散モデルに使うためには、グリッドごとの排出
量を計算しなければならない。

– ただし、綜108表は各地区县（市、区、旗）全
体のデータである。

– 排出量をグリッドごとに配分するために、どのよう
な指標を用いるべきか。

14

非重点調査工業企業からの発生源
データ

• 実習

– 綜108表を用いてグリッドごとに配分する方法を
考える。

– CPUF_2013_XT.INPを開いて、配分した結果を
CALPUFFの入力データの形式に合わせて入力す
る。

15

3.3. 排出量データの変換（城鎮生活
源）

16

城鎮生活源からの発生源データ

• 使用するデータ

– 環境統計の綜302表（各地区县（市、区、旗）
城镇生活污染排放及处理情况）

– 各地区县（市、区、旗）の面積及び行政区界

17
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綜302表（各地区县（市、区、旗）
城镇生活污染排放及处理情况）

行政区

名称

行政区

代码

城镇人

口

(万人)

煤炭消

费总量

(万吨)

生活煤

炭

消费量(
万吨)

生活天然

气消费量

(万立方

米)

生活用

水总量(
万吨)

生活污

水排放

量(万吨)

生活污

水处理

量（万

吨）

甲 乙 1 2 3 4 5 6 7

18

行政
区名
称

行政
区代
码

生活污水中主要污染物产生量
（吨）

生活主要污染物排放量（吨）

化学
需氧
量

氨氮 总氮 总磷 油类
化学需
氧量

氨氮
二氧化

硫
氮氧化

物
烟尘

甲 乙 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

城鎮生活源からの発生源データ

• データの整理方法
– 綜302表には、排出源ごとの情報（位置、排出量
等）は無いため、拡散モデルへの入力データは
面源とする。

– 拡散モデルに使うためには、メッシュごとの排出
量を計算しなければならない。

– ただし、綜302表は各地区县（市、区、旗）全
体のデータである。

– 排出量をメッシュごとに配分するために、どのよう
な指標を用いるべきか。

19

城鎮生活源からの発生源データ

• 配分指標として、各地区县（市、区、旗）
の面積を用いて配分するのが最も簡単であ
る。

– 配分割合=メッシュ内に属している县（市、区、
旗）の面積/各地区县（市、区、旗）全体の面
積

20

城鎮生活源からの発生源データ

• ただし、この配分方法には1点問題がある。

• 面積が大きい県（例：湘潭県）では、人口が集
中している地区（商業地）と、ほとんど人が住
んでいない地区（山林など）に分かれている。

• 人口の疎密に応じた配分をすればより正確
な拡散モデルを実施できる。

21

城鎮生活源からの発生源データ

22黄色の範囲：人口密集地域→この範囲に排出量を配分する

城鎮生活源からの発生源データ

• 人口密集地域の範囲のデータはどうやって
入手するのか

– 各地区の建設や都市計画に関する部局

– 地図を扱っている部局 等から入手を試みる

– 入手が困難な場合は、自分たちで作成する

• 百度地図やGoogleEarthなどの衛星データ

• 市販されている地図

23
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5

城鎮生活源からの発生源データ

• 実習

– 都市化されたエリアのポリゴンデータを用いて城
鎮生活源からの排出量をグリッドごとに配分す
る。

– CPUF_2013_XT.INPを開いて、配分後のグリッドご
と排出量をCALPUFFの入力データの形式に合わ
せて入力する。

24

ありがとうございました。

25
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1

拡散モデル（CALPUFF）の利用に
関するワークショップ

2014/6/27 – 2014/7/4
JICA専門家チーム

ワークショップ（WS）の内容

1. 2013年11月に開催したWSの復習

2. 気象データの変換

3. 排出量データの変換（重点調査工業企業、
非重点調査工業企業、城鎮生活源）

4. 排出量データの変換（自動車汚染源）

5. CALPUFFの実行及びパラメータの協議

6. 計算結果の評価及び解釈方法

7. 今後の成果２のための協議

1

4. 排出量データの変換（自動車汚染
源）

2

4.1. 自動車汚染源からの発生源デー
タ（１）

• 使用するデータ

– 環境統計の綜401表
– 汚染源普査のS406表
– 道路リンク情報（端点座標、距離）

– 2014年2月に実施した自動車交通量調査の結果

• これらのデータを合わせて自動車汚染源排
出量インベントリを作成する

3

4.1. 自動車汚染源からの発生源デー
タ（２）

4

道路リンクとは、交通量の大きな増減がないと考
えられる交差点から次の交差点までの道路区間
のことを指す。

自動車汚染源からの発生源データ

• リンク別排出量の計算方法

– C(t): 車種別交通量（台/year）
– EF(t,v): 車種別旅行速度別排出係数（g/km/台）

– L: 道路リンク距離（km）

• データが膨大となるため、Accessを使って計
算する

5

Emission = C(t) x EF(t,v) x L
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2

4.2. 自動車汚染源からの排出量の計
算（１）

• 排出係数の計算方法

– EF(t,e,v): 車種別排出規制別旅行速度別排出因
子（g/km/台）

– P(t,e): 車種別排出規制別走行量（km・台）
• 今回のWSでは、車種別排出規制別台数と等しいと仮
定する

– EF(t,v): 車種別旅行速度別排出係数（g/km/台）

6

( , ) 	= 	∑ ( , , ) ∙ ( , )∑ ( , )

4.2. 自動車汚染源からの排出量の計
算（２）

• 車種別交通量

– 2014年2月に実施した自動車交通量調査の結果

• 車種別排出規制別旅行速度別排出因子

– 中国国内で適用している排出因子

– COPERT（ヨーロッパでの排出因子）を使う

– 中国での排出因子は協議中のため、日本での排
出因子を使った

7

4.2. 自動車汚染源からの排出量計算
（３）

• 車種別排出規制別走行量
– 走行量 = 車種別排出規制別登録台数 x 1台当た
りの車種別排出規制別平均走行量

– 車種別排出規制別登録台数
• 汚染源普査のS406表（2010年時点での排出規制別登
録台数）

• 環境統計の綜401表（2011年以上の排出規制別登録
台数の増減）

– 車種別排出規制別走行距離
• 関係機関より入手を試みる

• 代表的な走行距離を仮定する

• サンプル調査を実施する 8

4.2. 自動車汚染源からの排出量計算
（４）

• 道路リンク距離

– 各地区の建設や都市計画に関する部局

– 地図を扱っている部局 等から道路網データの入
手を試みる

– 入手が困難な場合は、自分たちで作成する

• 百度地図やGoogleEarthなどの衛星データ

• 市販されている地図

9

4.2. 自動車汚染源からの排出量計算
（５）

• 交通量パターン

– 交通量調査の結果より道路種類ごとに時間帯別
平均交通量を作成する。

– 今回のWSでは4パターンに分類しているので、各
分類ごとの稼働パターンを計算する。

10

4.3. CALPUFFへの入力（１）

• リンク別排出量をCALPUFFの入力形式に合わ
せて入力する

11
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3

4.3. CALPUFFへの入力（２）

• その他のパラメータの設定

12

4.3. CALPUFFへの入力（３）

• CALPUFFでの線源について、リンクを一つの建屋と

想定し、当該リンク上の自動車を建屋に設置されて
いる一つ一つの細長い排出口と想定し、排ガスをそ
の細長い排出口から排出されているとみなす。

13

4.3. CALPUFFへの入力（４）

• 自動車の場合

– 微小な建屋から排出されると仮定して、建屋の高
さと建屋間の距離をできるだけ小さくする。

– 建屋の平均長さ: リンクの平均長さとみなす

– 建屋の平均高さ: 0.1m
– 建屋の平均幅: 道路の平均幅とみなす

– 建屋同士の平均間隔: 0.1m

14

4.3. CALPUFFへの入力（５）

• Average Buoyancy Parameter（F’）の計算

– g: 重力加速度（9.8m/s2）

– L: 線源の平均長さ（m）

– WM: 線源の平均幅（m）

– W: 線源からの排ガス速度（m/s）
– Ts: 線源からの排ガス温度（K）
– Ta: 平均温度（K）

15

=	 −

4.3. CALPUFFへの入力（６）

• 以下の条件を用いてAverage Buoyancy 
Parameter（F’）を計算する

– 重力加速度（9.8m/s2）

– L: 線源の平均長さ（m）→リンクの長さの平均

– WM: 線源の平均幅（m）→ 30m
– W: 線源からの排ガス速度（m/s）→ 0.5 m/s
– Ts: 線源からの排ガス温度（K）→ 100℃
– Ta: 平均温度（K）→ 20℃

16

ありがとうございました。

17
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1

拡散モデル（CALPUFF）の利用に
関するワークショップ

2014/6/27 – 2014/7/4
JICA専門家チーム

ワークショップ（WS）の内容

1. 2013年11月に開催したWSの復習

2. 気象データの変換

3. 排出量データの変換（重点調査工業企業、
非重点調査工業企業、城鎮生活源）

4. 排出量データの変換（自動車汚染源）

5. CALPUFFの実行及びパラメータの協議

6. 計算結果の評価及び解釈方法

7. 今後の成果２のための協議

1

5. CALPUFFの実行及びパラメータの協
議

• 作成した発生源データをCALPUFFのINPファイ
ルの書式に合わせて入力する。

• 実行方法は、前回のWSでの説明と同様。

• 気象データ、計算期間、発生源及び稼働パ
ターンの個数を更新する。

• CALPUFFでのパラメータについて協議する

2

6. 計算結果の評価及び解釈方法

• CALPOSTを使って、CALPUFFの計算結果から
グリッド別に年間平均濃度を出力する。

• グリッド別年間平均濃度を濃度分布図に図示
する。

• 発生源別濃度を合計することで、発生源全体
の濃度及び発生源別の寄与割合を計算する
ことができる。

3

6. 計算結果の評価及び解釈方法

• 大気質測定局での測定濃度と計算結果を比
較し、結果に大きな差が見られた場合には以
下の検討をする。

– 計算していない発生源はないか

– 大気質測定局のエラーの除去は十分であるか

– CALPUFFなどのパラメータの設定は妥当であるか
等

4

7. 今後の成果２のための協議

• 次回以降も継続的にWSを開催する予定。

• 固定汚染源及び自動車汚染源の排出量を確
定することが必要。

– 担当分野の専門家及び中国側担当者との協力

• WSの内容に関して質問があれば連絡して下
さい。

5
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2

6日間のWSに参加して下さいまして
ありがとうございました。

6
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拡散モデル（CALPUFF）の利用に
関するワークショップ

2014/10/27, 30
JICA専門家チーム

ワークショップ（WS）の内容

1. 発生源別拡散計算の実施

2. 計算結果の足し合わせ

3. 計算結果を用いた大気汚染構造の把握

4. 計算結果の評価

5. 拡散モデルの構築（パラメータの設定等）

1

1. 発生源別拡散計算の実施

2

1.1 拡散計算実施フロー（１）

3

標高データ変換プロセッ

サ（TERREL）
土地利用データ変換プロ

セッサ（CTGPROC）

地上気象データ変換プロ

セッサ（SMERGE）

3.4.4 (3) 気象モデル作成プロセッサ

（CALMET）

気象モデル

標高データ 土地利用データ 地上気象データ 高層気象データ

高層気象データ変換プロ

セッサ（READ62）

3.4.3 (3) 地形データ変換プロセッサ

（MAKEGEO）

3.4.3 (1) 3.4.3 (2) 3.4.4 (1) 3.4.4 (2)

1.1 拡散計算
実施フロー（２）

4

大気環境データ

発生源データ

発生源プリプロセッサ

(1) 拡散シミュレーションモデル（CALPUFF）

(2) 計算結果出力ポストプロセッサ（CALPOST）

計算結果出力

3.6 計算値と実測値の比較

モデルの入力データ

計算結果の図示

3.2

3.4.5

拡散モデルの構築

3.7 モデルの精

度向上検討

実測値の統計値計算

3.5

(3) 計算結果の集計

汚染源種類別寄与濃度の図示

4.2

気象モデル 1.2. 発生源別拡散計算の実施（１）

• 後で発生源別寄与濃度を検証するため、拡
散計算は発生源別に実施する。
– 重点工業汚染源

– 非重点工業汚染源

– 城鎮汚染源

– 自動車汚染源（線源）

– 自動車汚染源（面源）

• 汚染源別に分担して計算を実施し、計算結果
を共有する。

• 計算期間は2013/1/1～1/7の1週間とする。
5
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2

1.1. 発生源別拡散計算の実施（２）

• 次回までの課題

– 汚染源別に分担して1年分の計算を実施し、計算
結果を共有する。

– CALPOSTまで実施し、計算結果を集計しておく。

• 計算期間 2013/1/1 0:00～2013/12/31 24:00

6

2. 計算結果の足し合わせ

7

2.1. 計算結果の足し合わせ方法

• 各発生源の計算結果をグリッド別に集計する

• 集計結果をモデルの評価等に利用する

8

グリッド番
号

重点調査
工業企業

非重点調
査工業企
業

城鎮汚
染源

自動車汚染
源（主要道
路）

自動車汚染
源（主要道
路以外）

合計

101 14 5 7 10 2 38

102 12 4 7 8 1 32

・・・

2119 5 1 10 30 12 58

2120 1 0 6 15 8 30

2.2. CALPOSTの出力結果の抽出

9

Excelに貼り付ける

グリッド別濃度の部分
をコピー

2.3. 貼り付けた文字列の分割（１）

10

数字が分断されていないか確認
する

スペース区切りを選択する

2.3. 貼り付けた文字列の分割（２）

11
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2.4. 行と列及び列タイトルの追加

12

1行

3列

濃度の列は「汚染源名称_対象物質」とし
て、後で追加するデータと区別する。

2.5. グリッド番号、列番号、行番号の
計算

13

Row = Y – 3010.5 + 1
Column = X – 590.5 + 1

IXIY = Column * 1000 +Row

2.6. 計算結果の追加

14

追加したX、Y座標の列
（G、H列）は、D、E列と値

が同じであることを確認し
てから削除する。

他の計算結果もこれまでと同様に追
加する

2.7. 対象物質別合計濃度の計算

• この結果を計算結果の評価に用いる。 15

列タイトルは「Total_対象物質」とする。
各行のセルには、Sum(F2:G2)と入力する

2.8. Accessへのインポート（１）

16

右クリック→インポート
→Excelの順に選択

保存したExcelファイルを選択する

「新規テーブルを作成」を選択する

2.8. Accessへのインポート（２）

17

対象シートを選択する

「1行目はタイトル列に設定す
る」をチェックする

295



4

2.8. Accessへのインポート（３）

18

全ての列の型がDoubleに
なっていることを確認する

一番目にチェックがされて
いることを確認する

2.8. Accessへのインポート（４）

• インポートした結果は濃度分布図の作成に用いる 19

テーブル名は
CONCENTRATION_bySimulation_grid1km
とする

3. 計算結果を用いた大気汚染構造の
把握

20

3.1. 大気汚染構造の把握方法（1）
• 発生源別寄与濃度断面図（仮想）

21

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

南 中心

地

北

μg/m3

発電所 製鉄工場 セメント工場 自動車 その他小規模施設 環境基準

中国のNO2
環境基準値

南部ではセメント工場か
らの排出対策が必要で
あることがわかる。

中心地では自動車からの
排出対策が必要であること
がわかる。

北部では発電所への発生源対
策が必要であることがわかる。

3.2. 発生源別寄与濃度断面図の作成
方法（１）

22

1行目を選択し、「フィルタ」をクリックする

3.2. 発生源別寄与濃度断面図の作成
方法（２）

23

Column列の▼ボタン
をクリックし、特定の1
列を選択する

特定の列のみが表示されている
ことを確認し、別シートにコピー&
ペーストする
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3.2. 発生源別寄与濃度断面図の作成
方法（３）

24

F列、G列のタイトル行とす
べての値を選択する。

挿入→棒グラフを選択する

3.2. 発生源別寄与濃度断面図の作成
方法（４）

25

3.3. 大気汚染構

造の把握方法
（2）

26

• 視覚化ツールによる表
示

• モンゴルウランバート
ル市でのNO2拡散シ
ミュレーション結果

• 黄色以上のメッシュは
モンゴルの年平均環境
基準（30μg/m3）超過し
ている

3.4. 濃度分布図の作成方法（１）

27

①

②

①、②の順でド
ラッグ&ドロップ
する

3.4. 濃度分布図の作成方法（２）

28

Grid1km_urbanレイヤーで右クリックし
てJoinを選択する

3.4. 濃度分布図の作成方法（３）

29

Simulation.mdbの
CONCENTRATION_bySimulation_grid1km
テーブルを選択する
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3.4. 濃度分布図の作成方法（４）

30

1.でIXIYを選択すると、3.で自動的に
IXIYが選択される

「No」を選択し、グリッドレイヤーにグ
リッド別濃度テーブルが追加される

3.4. 濃度分布図の作成方法（５）

31

QuantitiesのGraduated 
colorsを選択する

FieldsのValueは
Total_NO2を選択する

3.4. 濃度分布図の作成方法（６）

32

色のランクをしている範囲内で右クリック
をしてReverse Sortingを選択する

高濃度が赤、低濃度が青となるように変更した

3.4. 濃度分布図の作成方法（７）

33

4. 計算結果の評価

34

4.1. 計算結果の評価方法（１）

35

• 測定局での実測値と計算値を比較し、相関関
係を調べる。

• 比較する計算値は測定局の位置しているグ
リッドの値を適用する。
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良い相関の例
モデルの精度が良い
ことが示されている。

この計算したモデルを
今後の拡散計算に採
用することとする。

36

相関のない例
近似式の傾きは1に
近いが、相関係数が
小さいため、モデルの
設定或いは実測値の
集計方法を見直す必
要がある。

37

過大評価の例
相関係数は大きい
が、近似式の傾きは1
を大きく超えているた
め、計算結果が実測
より過大となってい
る。モデルの設定或
いは実測値の集計方
法を見直す必要があ
る。

38

過小評価の例
相関係数は大きい
が、近似式の傾きは1
を大きく下回っている
ため、計算結果が実
測より過小となってい
る。モデルの設定或
いは実測値の集計方
法を見直す必要があ
る。

39

5. 拡散モデルの構築

40

5.1 拡散モデル構築方法

• モデル調整の観点

– 排出高さの設定（特にデフォルト値利用の場合）

– 排出量パターンの設定

– モデルのパラメータの設定

• 実測値の集計過程に誤りがないか確認する

– 年平均と日平均の違い

41
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ありがとうございました。

42
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湘潭市大气扩散模拟试验实施报告 
 

湘潭市环保局 
 

1 扩散模拟的概要 
1.1 扩散计算流程 
1）气象模型计算流程 

 
图 1  气象模型计算流程 

 
2）扩散模型计算流程 

 
图 2  扩散模型计算流程 
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1.2 计算条件 
1）计算方案 

 
 

2）计算对象范围 

 
图 3  计算对象范围 
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3）分析对象范围 

 
图 4  分析对象范围 

 
2 气象数据 

2.1 地面气象数据 
地面气象数据从湘潭市气象局购买 2013 年 1 月 1 日—2013 月 12 日 31 日期间

的气象数据，所需项目包括气象局具体监测位置（经度、纬度）、气温、风向、风

速、云底高度、总云量、低云量、相对湿度（或露点温度）、地上气压等。 
2.2 高空气象数据 

 高空气象数据从 NOAA/ESRL Radiosonde Database1免费下载，选取 2012 年 12
月 31 日 12:00—2014 年 1 月 1 日 0:00 距湘潭最近的长沙数据。所需参数包括监测

高度、气温、露点温度、风向、风速、气压等。 
 

3 污染源数据 
本次大气扩散模型试验研究 NOx 污染源主要包括重点调查工业企业污染源、

非重点调查工业企业污染源、城镇污染源、主要道路机动车污染源和其他道路机

                                                  
1 http://www.esrl.noaa.gov/raobs/ 
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动车污染源，并将其分为点源、面源和线源。其中重点调查工业企业污染源为点

源，是根据固定污染源调查结果及环统基 101～104 表制作，非重点调查工业企业

污染源、城镇污染源和其他道路机动车污染源为面源，分别根据环统的综 108 表、

302 表中 NOx 排放量以及 402 表中总 NOx 排放量的 90%（我们假定湘潭牌照的机

动车其中的 90%在湘潭本地使用）减去线源中的排放量按人口比率分配到各区县

市制作，主要道路机动车污染源为线源，由环统的综 401 表、污染源普査的 S406
表、道路路段的信息（端点坐标、距离）以及 2014 年 2 月实施的机动车交通流量

和旅行速度调查的结果制作。2013 年的污染源数据主要依据环统数据、污染源普

查数据及实际调查得出，2015 年的污染源数据按是否执行了“十二五规划”，分别

按增长率及削减措施实施后的削减率进行预测得出。统计结果见表 1。 
 

表 1  污染源调查结果总排放量 

污染源种类 数据来源 
2013 年排放量

合计（单位：吨）

2015 年执行“十

二五”规划后预

测排放量 

（单位：吨） 

2015 年没有执

行“十二五”规划

后预测排放量

（单位：吨） 

重点调查工业

企业污染源 

点

源 

根据固定污染源调

查结果及环统基

101～104 表制作 

36,543.77 23,406.33 41,212.57 

非重点调查工

业企业污染源 

面

源 
环统的综 108 表 802.04 802.04 802.04 

城镇污染源 
面

源 
环统的综 302 表 310.00 310.00 310.00 

机动车污染源

（主要道路） 

线

源 

环统的综 401 表、

污染源普査的 S406

表、道路路段的信

息（端点坐标、距

离）以及 2014 年 2

月实施的机动车交

通流量和旅行速度

调查的结果 

4,495.82 3,148.29 5,722.63 

机动车污染源

（其他道路） 

面

源 
环统的综 402 表 1,315.48 1,211.10 2,201.41 
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图 5  NOX各污染源排放量 
 

从图 5 中可知：2013 年、2015 年执行了“十二五”规划后和 2015 年未执行

“十二五”规划的 MOx 各污染源排放量，均以重点调查工业企业污染源 NOx 排

放量最多，分别为 36543.77 吨、23406.33 吨和 41212.57 吨，其次是主要道路机动

车污染源、主其他道路机动车污染源、非重点调查工业企业污染源，城镇污染源

NOx 排放量最少，可见湘潭市范围内 NOx 排放主要来源于工业能源（如煤炭）的

燃烧使用过程，另外随着机动车数量不断增加以及市内仍然存在一定量的黄标车，

机动车 NOx 排放量也不容忽视，因此要对氮氧化物总量进行控制，就要对氮氧化

物各污染源进行有针对性的防治。同时，到 2015 年，如果“十二五”规划顺利进

行，NOx 排放量占主要地位的还是重点工业及机动车排放，但其排放量大为减少，

其中重点污染源 NOx 减少 13137.44 吨，机动车排放量减少 1451.91 吨（其中，主

要道路的机动车排放 1347.53 吨，其他道路减少 104.38 吨）；反之，如不实行“十

二五”规划中的相关减排措施，其 NOx 排放量增加量最大的也是重点工业污染源，

增加量为 4668.80 吨，机动车排放量增加也较大，主要道路增加 2574.34 吨，其他

道路增加 885.93 吨。非重点工业污染源及城镇污染源，在“十二五”规划中未体

现出减排措施，且总量相对较小，我们在进行 2015 年的预测上假定其与 2013 年

相比不发生变化。 
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4 大气扩散模拟试验的实施结果 
4.1 2013 年模拟浓度分布 

 
图 6  2013 年湘潭市 NO2 浓度分布图（单位：μg/m3） 

图 6 为 2013 年湘潭市模拟计算范围 NO2 浓度分布图，图中红色格点，表示超

标严重的地区，黄色表示超标两倍以内的格点，蓝色格点为未超标地区。从图中

可以看出：在计算范围内，超标格点（黄色格点和红色格点）占整个计算范围的

6.41%，最大值为 329.42μg/m3，出现在昭山监测点附近（网格坐标（111，84）），
图中红色格点附近均有主要道路通过，超标严重，是由于道路分布比较密集，网

格中心点可能落在道路的中心点上，离虚拟线源的排放点较近，受机动车排放源

影响较大。市监测站点和江麓点东南以及板塘监测点周围的部分地区 NO2 浓度轻
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微超标，超过二级年标准限值 1 倍以下（标准的两倍以下），这可能与市监测站接

近市商业中心，人口密集，来往车辆较多，江麓点附近分布有重工业，岳塘点存

在湘钢以及大唐电厂作业有关。科大监测点除离道路较近的网格点有轻微超标以

外（超标 1 倍以内）而在模拟范围边缘地带 NO2 浓度几乎都处于二级年标准限值

之下，很少存在超标现象。 
4.2 2015 年执行了“十二五”规划的模拟浓度分布 

 
图 7  2015 年执行了“十二五”规划的湘潭市 NO2 浓度分布图 

（单位：μg/m3） 
 

图 7 为 2015 年执行了“十二五”规划的湘潭市 NO2 浓度分布图，该图表明：
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执行了“十二五”规划后，湘潭市 NO2 污染有所减少，污染加重趋势有所好转。

超标范围比率由 2013 年的 6.41%下降到 3.42%，浓度最大值由 329.42μg/m3 下降至

221.22μg/m3，出现最大值位置与 2013 年相比，未发生改变（网格坐标仍为（111，
84）），但昭山监测点东侧靠近交通干线处仍有超标现象，应继续加大减排措施，

使 NO2 浓度达到标准值。 
4.3 2015 年未执行“十二五”规划的 NO2 模拟浓度分布 

 
图 8  2015 年未执行“十二五”规划的湘潭市 NO2 浓度分布图 

（单位：μg/m3） 
 

图 8 为 2015 年未执行“十二五”规划的湘潭市 NO2 浓度分布图，同 2013 年
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相比，如未执行“十二五”规划，湘潭市 NO2 超标范围显著增多，基本涵盖了整

个市区范围，环境进一步恶化。超标范围由 2013 年的 6.41%上升到 19.76%，浓度

最大值由 329.42μg/m3 上升至 418.78μg/m3，出现最大值位置与 2013 年相比，也未

发生改变（网格坐标仍为（111，84）），监测点附近均出现超标。 
4.4 2013 年各污染源贡献浓度 

 
图 9  监测站点东西方向各污染源浓度贡献图（单位：ug/m3） 

 

图 10  监测站点南北方向各污染源浓度贡献图（单位：ug/m3） 
 

图 9 和图 10 显示的是监测站点东西方向和南北方向各污染源的浓度贡献，整

体上监测站点各方向最大浓度贡献源为道路机动车排放。从西向东，污染物浓度
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呈双峰型变化，第一个峰值出现在监测站点，计算浓度为 47.33 ug/m3，超标 0.18
倍（标准的 1.18 倍），第二个峰值出现监测站东面近高速公路处，计算浓度为 60.47 
ug/m3，超标 0.51 倍（标准的 1.51 倍）。以监测站为分界点，向西浓度贡献最大的

为其他道路机动车污染排放，向东浓度贡献最大的为主要道路机动车污染排放；

从南向北，污染物浓度单峰型变化，峰值出现在监测站点偏北较近的地方，出现

地位于主要道路汇集点。为达到达标的目的，在此区域应着重加大机动车辆的减

排，严格控制重点污染源的排放。 
 

 
图 11  昭山站点东西方向各污染源浓度贡献图（单位：ug/m3） 

 

 
图 12  昭山站点南北方向各污染源浓度贡献图（单位：ug/m3） 
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图 11 和图 12 显示的是昭山点东西方向和南北方向各污染源的浓度贡献，整

体上昭山点各方向主要道路和其他道路机动车排放浓度贡献较大，以主要道路为

主，其次是非重点调查工业排放，城镇生活浓度贡献最小。东西方向，污染物浓

度呈现三峰现象，第一个峰值出现在网格点（97，80）处，计算值为 73.45ug/m3，

超标 0.84 倍（标准的 1.84 倍），第二个峰值出现在网格点（106，80）处，计算值

为 90.26ug/m3，超标 1.26 倍（标准的 2.26），第二个峰值出现在网格点（110，80）
处，计算值为 82.03ug/m3，超标 1.05 倍（标准的 2.05 倍），三个峰值中由主要道路

机动车排放贡献最大；南北方向，污染物浓度大部分维持在较低水平，仅在昭山

点附近出现超标值，最大值出现在昭山点附近偏北 1 公里（网格点（108，81））
的地方，计算浓度为 60.17ug/m3，超标 0.50 倍（标准的 1.5 倍），超标且最大值主

要由主要道路机动车排放贡献。 
 

 
图 13  2013 各污染源监测站点的浓度贡献图（单位：ug/m3） 

 

各点位污染源浓度贡献如图 13 所示，各点位的污染源浓度贡献不尽相同，除

江麓和板塘点外，主要道路机动车排放对各点位浓度贡献最大，其中对昭山点的

浓度贡献最大，超过了 65%。其次为其他道路机动车，再次是城镇生活排放污染源，

重点调查工业排放，非重点调查工业排放浓度贡献最小。而对于江麓和板塘点，

其他道路机动车排放浓度贡献最大，均超过了 35%，其次是主要道路机动车、城镇

生活排放浓度以及重点调查工业排放，非重点调查工业贡献最小。 
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4.5 顺利实施十二五规划后 2015 年的预测各污染源贡献浓度 

 
图 14  实施十二五规划后 2015 年预测监测站点东西方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
 

 
图 15  实施十二五规划后 2015 年预测监测站点南北方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
 

从图 14 和图 15 可以看出，实施十二五规划后，同 2013 年相比，各污染源的

贡献浓度有所变化，比较明显的是机动车排放贡献比例有所下降，重点污染源比

例有所上升，但机动排放仍占污染的主导地位，仍需继续对机动车排放方面采取

措施，同时需注意控制重点企业排放。环境质量方面，监测站点位的东西向和南
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北向仅有靠近东面的主要道路有一格点超标，计算浓度为 42.28ug/m3，超标 0.06
倍（标准的 1.06 倍），其他均未超标，环境质量好转趋势明显。 

 

 
图 16  实施十二五规划后 2015 年预测昭山点东西方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
 

 
图 17  实施十二五规划后 2015 年预测昭山点南北方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
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图 16 和图 17 为实施十二五规划后昭山点位东西向和南北向的 2015 年预测

各污染源浓度贡献图，其变化规律及出现最大浓度点的位置基本同 2013 年，但环

境质量有所改善，东西向最大浓度值出现在网格点（106，80），计算浓度值为 64.07 
ug/m3，超标 0.60 倍（标准的 1.60 倍），南北向最大浓度出现在网格点（108，81），
计算浓度值为 44.29 ug/m3，超标 0.11 倍（标准的 1.11 倍）。如需达标，须进一步

对机动车排放采取措施，从而达到环境质量达标的目的。 
 

4.6 未实施十二五规划后 2015 年的预测各污染源贡献浓度 

 
图 18  未实施十二五规划 2015 年预测监测站点东西方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
 

 
图 19  未实施十二五规划 2015 年预测监测站点南北方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
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图 18 和图 19 为未实施十二五规划的 2015 年监测站预测点东西向和南北向各

污染源浓度贡献图。其变化规律基本同 2013 年，环境质量同 2013 年相比，未实

施十二五规划中的环保措施，有继续恶化趋势，超标格点增多，机动车排放源增

长较快，特别是监测站南北向的其他道路部分增长最快。东西向最大浓度值出现

在监测站东面的网格点（111，71）处，计算浓度值为 77.17 ug/m3，超标 0.93 倍（标

准的 1.93 倍），南北向最大浓度出现在监测站点，计算浓度值为 62.20 ug/m3，超标

0.56 倍（标准的 1.56 倍）。 
 

 
图 20 未实施十二五规划 2015 年预测昭山点东西方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
 

 
图 21  未实施十二五规划 2015 年预测昭山点南北方向各污染源浓度贡献图 

（单位：ug/m3） 
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图 20 和图 21 为未实施十二五规划的 2015 年预测昭山点位东西向和南北向各

污染源浓度贡献图。未实施十二五规划，2015 年预测昭山点位东西向与南北向的

浓度贡献值最大的仍然为机动车排放量，而且增长相对其他污染源较快，超标格

点较 2013 年有增多的趋势。东西向最大浓度值出现在昭山点位的西面网格点（106，
80）处，计算浓度值为 112.54 ug/m3，超标 4.81 倍（标准的 2.81 倍），南北向最大

浓度出现在昭山北面的网格点（108，81）处，计算浓度值为 76.50 ug/m3，超标 0.91
倍（标准的 1.91 倍）。 

5 计算结果的评估 

 
图 22  实测值与计算模拟值的相关性 

 
 如图 22，本次实测值与模拟值相关性比较，仅采用了板塘、江麓、监测站、

科大和昭山五个点位进行回归，这五个自动监测站的实测值与模拟计算值有较好

的相关性，近似式的斜率接近于 1，为 1.028，相关系数较优，为 0.808，可见实施

的扩散模拟试验可以再现现状，可用于以后的预测，或对模型进一步验证。未采

用的自动监测站点为岳塘，主要原因是由于该站点距湘钢较近，不具有一定的代

表性，因此在本次回归中舍去该点。 
 

6 存在的问题及解决方案 
1）实测值与模拟计算值回归过程中，人为舍弃了岳塘监测点位实测值，这是

否合理，须进一步采用 2014 年及 2015 年实测数据进行验证。 
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 2）本次实测值与模拟值相关性模拟的过程中，模拟计算点的监测站点高度采

用是 1.5m，与实际不符，应进一步求证。 
3）本次报告对 2015 年的预测，包括实施十二五规划结果和没有实施十二规

划结果，是基于舍弃了 2013 年岳塘监测点位实测值的回归模型，预测是否合理，

应进一步应用本次确定模型参数计算的结果，与 2015 年实测值进行对比验证。 
4）本次采用的模型适用于大范围的预测，对于网格中心点正好处于模拟线源

的排放中心点的预测（预测出的计算值较大，且网格中心点越靠近线源中心预测

值越大），不够准确，如需更好的模拟该网格点的浓度，需调查更多数据或采用其

他适宜的模型。 
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湘潭市大気自動測定局の最適化に関する考え 

 シミュレーションモデルの計算結果及び関連気象データ解析結果に基づき、現状の湘潭

市大気自動測定局の最適化について、次のように考えている。 

1． 気象データ解析結果及び 2013 年大気自動測定局の測定データまとめから見れば、江

麓自動測定局と科大自動測定局のNO2濃度変化規律が極めて似ており、発生源の種類、

構造及び占める割合も比較的大きいさがないため、資源節約の立場から、科大自動測

定局を保留し、江麓自動測定局を他所に移転するほうがいいと思う。 

2． 岳塘自動測定局は、湘鋼発生源に近く、かつ、湘潭市のいつもの主風向の風下側にな

いため、湘鋼発生源の実際状況を十分反映できないことに鑑み、この測定局を湘鋼発

生源の下側に移設することを薦める(新設測定局１)。 

3． 汚染物質が湘潭市から来たのかどうかをよりはっきり反映するために、対照用測定局

として新設測定局 2 を湘潭市と株洲の境目となる大唐発電所の近く(大唐発電所から

の影響を避けること)に設置ことを薦める。最適位置は、風下側にある湘江の向こう

側である。そこは、株洲の構内にあるため、株洲とデータの共有により、大気汚染防

止共同対策を実施することができる。 

4． 韶山測定局は、大きな駐車場の近くにあるため、バックグランドとするのが不適であ

り、これを韶山観光地の大気汚染測定局とすることを薦める。また、韶山老沙垻の近

くでバックグランドとして測定局の新設を薦める。 

大気自動測定局の現状分布図及び分布調整図は、図 1と図 2のとおりである。 

 

図 1  既存測定局分布図（7地点） 

 

図 2  調整後の測定局分布図（8地点） 

（黄色は保留する元々ある地点、緑色は移転必要の地点、青は新設地点） 
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日中技術協力
NOx総量抑制プロジェクト

日本研修成果発表

中国NOx総量抑制プロジェクト日本研修団

2014年11月28日

目次
プロジェクト背景

研修状況

分析・思考

研修成果・感想

提案

プロジェクト背景

「十二五」間に、NOxが中国の排出削減拘束的指標体系に入れら
れ、NOxが中国の現在の排出削減重点対象となっている。日本に
おけるNOx排出削減の経験を学び、参考にするために、2012年中
国環境保護部と日本JICA は、大気中NOx総量抑制プロジェクト
に関するR/Dを締結し、2013年3月に3年間のプロジェクトが正式
にスタートした。

今回は環境保護部所属の機構及びモデル都市がJICAのお招き
で、日本におけるNOx対策及び総量規制技術の勉強に来た。中
国側も日本研修を通じて、中国のNOx排出削減に技術、政策制
度構築をサポートし、人材を養成することを期待している。

研修状況

1. 講義を通じて、日本のNOx総量規制における大気汚
染拡散シミュレーションモデルの利用及び大気汚染
物質排出規制等の理論、日本政府や東京都の総量
規制及び発生源規制等の制度を勉強し、大気環境
質に対する日本政府のマクロコントロールについて
理解が深まり、川崎市の紹介で日本の環境保全担
当者の作業プロセス、監視モニタリング、技術及び
具体的な管理について勉強した。
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研修状況

2. 見学を通じて、日本の石炭
火力発電所の高効率の脱
硫脱硝技術、セメント工場に
おける都市廃棄物処理技術、
小型貫流ボイラの省エネ設
備等に対し理解が深まった。

分析・思考

思考1：比較的緩い環境基準で管理する点は、中国
が学ぶべきである。

・日本のNO2に関する国家基準が0.06ppmであり、東京都などの
地方基準が国家基準よりはるかに厳しい。

・磯子火力発電所などの汚染物質排出濃度が排出基準よりは
るかに低い。

・企業の自律及び対策の有効実施があったからこそ、日本は比
較的緩い環境基準できれいな空気を取り戻したのである。
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分析・思考

思考2：緩やかな監督管理でなくても際立つ環境問題を
解決できる経験は中国が学ぶべきである。

川崎市環境局は管轄内の3千社近くの企業に対して年間1634
回しか検査を行っていない。大規模発生源企業だけを対象に現
場検査を行う。このような緩やかな監督管理ででも環境政策・
制度が有効に実施でき、環境問題を解決できたのは、企業の
信用・契約の厳格実施・自ら汚染物質排出の抑制・低減と大き
な関係がある。

分析・思考

思考3：日本の「廃棄物を宝物にする」資源節約理念につ
いて中国は勉強し、普及させるべきである。

実例1：磯子火力発電所が乾式脱硫装置を利用して、
活性炭で排ガス中のSO2を吸着し、それから化
学反応によりSO2を除去して硫酸を作ることによ
り、SOxを回収利用する。

実例2：太平洋セメントは生分解による都市廃棄物を資
源・エネルギーに転換する。

分析・思考

思考4：大気質により地域環境容
量を定め、これによって総量規制
指標を定める方法は中国が学ぶ
べきである。

東京都と川崎の総量規制実例から、日本
が国民の大気質に対する要求に基づいて
大気質基準を定め、これによって総量規
制指標及び対策を定め、環境基準を達成
するという考え方が分かった。

研修成果・感想

1.きれいな自然環境、きれいな都市環境、快適な生活
環境、バランスをとれるのが大切である。

2.きちんとした社会管理が法律実施の保証である。
3.良好な環境意識が環境対策実施の保証である。
4.環境保全に従事する日本同僚の真面目で実務に励

む仕事態度及び基本作業の着実なやり方が印象的
である。

5.中国の大気汚染防止への自信が固まった。

323



提案
1.研修時に「課題の解決方法」に関する内容を詳しく紹介

してほしい。

例えば、川崎市はどのような方法で指導し、石炭による
汚染を規制できたのか。東京都はどのような手段で自動
車汚染等の問題を解決したのか。

2.研修時に意見交換及び検討の時間を設けてほしい。

掘り下げて検討すれば、双方の認識を統一することがで
き、お互いに理解し合い、認め合うことができる。

あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
し
た
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